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政策項目 具体的推進方策 

49 性別や年齢、障がいの有無に

かかわらず活躍できる社会をつ

くります 

① 多様な生き方が認められる男女共同参画の実現に向けた

環境の整備 

② 若者の活躍支援 

③ 女性の活躍支援 

④ 高齢者の社会貢献活動の促進 

⑤ 障がい者の社会参加の促進（再掲） 

50 幅広い市民活動や多様な主体

による県民運動を促進します 

① 多様な主体の参画・連携・協働に向けた機運醸成とネット

ワークづくり 

② 社会のニーズに対応したＮＰＯの活動促進に向けた支援 

③ 県民運動の促進 

④ 企業等との連携・協働の推進 

 

 

 

 

Ⅹ 参画 
男女共同参画や若者・女性、障がい者などの活躍、 

多様な市民活動や県民運動など 

幸福の追求を支える仕組みが整っている岩手 

指標項目 
① 労働者総数に占める女性の割合 
② 障がい者の雇用率 
③ 高齢者のボランティア活動比率 
④ 審議会の女性の割合 
⑤ ボランティア・ＮＰＯ・市民活動への参加状況 
などを指標候補として検討を進め、アクションプラン（中間案（11
月公表予定））に盛り込む予定 
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（基本方向） 

 幅広い市民活動の展開に向け、活動情報の発信等による参加機運の醸成や連携・協働のネッ

トワークづくり、ＮＰＯの運営基盤の強化などの取組を推進します。 

 また、様々な分野における、多様な主体のネットワークの構築や県民の参画を促す県民運動

を促進するとともに、民間の提案などを取り入れた連携・協働の取組を進めます。 

 

現状と課題 

 ・ ＮＰＯ、地縁組織、行政、企業など多様な主体が連携・協働し、東日本大震災津波からの

復興に向けて、きめ細かな復興・被災者支援活動が展開されています。 

 ・ ＮＰＯは、社会のニーズに対応した市民活動の担い手として、また、地域コミュニティを

維持するための地域課題解決の担い手としても、今後その活躍がますます期待されており、

安定的な運営が求められています。 

 ・ 持続的な地域社会づくりに向けて、県民が日頃から市民活動に関わるとともに、ＮＰＯ、

企業、行政が課題に応じて連携・協働し、地域の実践力を高めて解決していく仕組みづくり

が必要になっています。 

 ・ 「県民みんなで支える岩手の地域医療推進会議」「温暖化防止いわて県民会議」など様々な

分野において県民の参画を促す県民運動が展開され、多様な主体のネットワークが構築され

ています。引き続き、全県的な目標・課題に、オール岩手で取り組むためには、県民や志を

同じくする本県の多様な組織が手を携え、知恵を出し合い総力を挙げ取り組むことが求めら

れています。 

 ・ 県と民間企業との包括連携協定の締結は、平成29年度末時点で９件の実績があり、今後も

協定締結を進めるとともに、協定締結後の連携事項に基づき具体的な取組を推進する必要が

あります。 

 

県が取り組む具体的な推進方策 

① 多様な主体の参画・連携・協働に向けた機運醸成とネットワークづくり  

 ・ 県民が気軽に楽しく市民活動に参加できるように、いわて県民情報交流センターを拠点に、

活動情報の発信などによる参加・参画機運の醸成に取り組みます。 

 ・ 地域の課題解決による持続的な地域社会の形成に向けて、ＮＰＯ活動交流センターと中間

支援ＮＰＯとの連携により、地域の実情に応じた、ＮＰＯ、地縁組織、企業、行政等による

連携・協働のネットワークづくりに取り組みます。 

② 社会のニーズに対応したＮＰＯの活動促進に向けた支援  

  課題解決に向けた事業の立ち上げの支援等に取り組むとともに、ＮＰＯが自立的に活動でき

50 幅広い市民活動や多様な主体による県民運動を 
促進します 

     Ⅹ 参画 
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るように、ＮＰＯの担い手やリーダーの育成、安定的な活動資金の確保などの運営基盤の強化

の支援に取り組みます。 

③ 県民運動の促進 

 ・ 県民が気軽に県民運動やまちづくりに参加できるように、参加機運の醸成に向けた取組を

進めます。 

 ・ 地域社会の総合的な発展を目指すために設立された「いわて未来づくり機構」の取組に引

き続き参画し、県内各界・各層の組織の横断的な参画・連携を促進します。 

④ 企業等との連携・協働の推進  

  地域貢献活動を希望する民間企業との包括連携協定の締結や、民間からの新たな連携・協働

事業の提案受付などにより、民間のノウハウを取り入れた連携・協働に取り組みます。 

 

（工程表と指標は最終案までに記載） 

 

県以外の主体に期待される行動 

（県民） 
・社会の一員としての市民活動への参加・参画 
・県民運動への参画 
（企業等） 
・社会の一員としての市民活動への参画   
・市民活動に参加しやすい環境づくり 
・官民ネットワークへの参画 
・県民運動の協賛、参画 
（ＮＰＯ）  
・幅広い市民活動の実践や地域コミュニティ活動への参画 
・積極的な情報公開による市民活動の認知と信頼性の向上 
・多様な主体との連携・協働による活動の発展 
・官民ネットワークへの参画 
・県民運動の協賛、参画 
（市町村） 
・多様な主体の連携・協働の取組の推進 
・市民活動への支援 

 

 


